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第２期草津市障害者計画および第５期草津市障害福祉計画・草津市障害児福祉

計画策定方針 

 

１ 策定の趣旨 

  障害者基本法第１１条第３項に基づき、市町村は、国の障害者基本計画や県の障害者

計画を基本として、障害者計画を策定する必要があるが、現行の「草津市障害者計画（後

期計画）」が平成２９年度で計画期間満了となるため、新たに「第２期草津市障害者計画」

として策定する。 

  また、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支

援法）第８８条第１項に基づき、市町村は、国の基本指針に即して、障害福祉計画を策

定する必要があるが、現行の「第４期草津市障害福祉計画」が平成２９年度で計画期間

満了となるため、新たに「第５期草津市障害福祉計画」として策定する。併せて、平成

３０年４月１日施行の改正児童福祉法第３３条の２０第１項に基づき、市町村は、国の

基本指針に即して、障害児福祉計画を策定する必要があるため、「草津市障害児福祉計画」

として策定する。 

  なお、改正児童福祉法第３３条の２０第６項に基づき、草津市障害児福祉計画は草津

市障害福祉計画と一体のものとして策定する。 

 

２ 計画の位置づけ 

 【現計画】                【次期計画】 
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３ 計画の期間 

 
 

４ 現計画の体系 

【草津市障害者計画（後期計画）】 

 

 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

草津市障害者計画

草津市障害福祉計画 草津市障害福祉計画・草津市障害児福祉計画

障害者計画（後期計画）

【平成２４年度～２９年度】
第２期障害者計画

【平成３０年度～３５年度】

第３期障害福祉計画

【平成24～26年度】
第４期障害福祉計画

【平成27～29年度】

第５期障害福祉計

画・障害児福祉計画

【平成30～32年度】

第６期障害福祉計画

・第２期障害児福祉

計画
【平成33～35年度】
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【第４期草津市障害福祉計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 計画策定に当たっての基本的な考え方 

 (1) 現行計画の実績・評価を踏まえた計画 

   草津市障害者計画（後期計画）および第４期草津市障害福祉計画の実績や評価を踏

まえた計画とする。 

(2) 市民のニーズ等を踏まえた計画 

   本市の状況や、障害者福祉に関するアンケート調査および団体等へのヒアリング調査

の結果を反映させた計画とする。 

(3) 国県の動向に対応した計画 

   障害者基本法、障害者総合支援法および児童福祉法に基づき国が示す障害者基本計

画や基本指針、滋賀県障害者プラン等との整合のとれた計画とする。 

(4) 本市の関連計画等との整合のとれた計画 

   第５次草津市総合計画、草津市健幸都市基本計画、草津市地域福祉計画等との整合

のとれた計画とする。 

 

 

（※）県が定める成果目標 
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施設入所者の地域生活への移行 

○地域生活移行者の増加 

○施設入所者の削減 

入院中の精神障害者の地域生活への移行（※） 

○入院後３か月時点の退院率の上昇 

○入院後１年時点の退院率の上昇 

地域生活支援体制の強化 

○地域生活支援拠点の整備 

福祉施設から一般就労への移行等 

○福祉施設からの一般就労移行者の増加 

○就労移行支援事業の利用者の増加 

○在院期間１年以上の長期在院者数の減少 

○就労移行率が３割以上の就労移行支援事業所

の増加 

○生活介護の利用者数、利用日数 

○自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 

○短期入所の利用者数、利用日数 

○共同生活援助の利用者数 

○地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数 

○施設入所支援の利用者数 ※施設入所者の削減 

○自立訓練（生活訓練）の利用者数、利用日数 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 

○短期入所の利用者数、利用日数 

○共同生活援助の利用者数 

○地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労移行支援事業等から一般就労への移行者数（就労移行

支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型） 

○障害者就業・生活支援センター（りらく）の支援による就

職者数 

成果目標 活動指標 

○孤立化防止の推進 
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６ 策定スケジュール（予定） 

 

年 月 内 容 

Ｈ２９  

７／２７ 第１回審議会 
諮問（草津市長→草津市障害者施策推進審議会会長） 

策定方針審議 

１０／上旬 第２回審議会 計画素案審議 

１１／上旬 第３回審議会 答申案審議 

１１／下旬 答申（草津市障害者施策推進審議会会長→草津市長） 

１２／２０ 計画案パブリックコメント（１ヶ月） 

Ｈ３０  

３／下旬 計画の決定・公表 


